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プレキャストボックスカルバート（通常敷設型）

1 設計条件

1-1 適用基準

      適用基準  「下水道施設の耐震対策指針と解説－2006年版－」　社団法人 日本下水道協会

      参考文献  「下水道施設耐震計算例－管路施設編－」  　　　　社団法人 日本下水道協会

1-2 重要度

      重要な幹線等

1-3 設計対象地震動

      レベル2

1-4 構造形式

      RC製プレキャストボックスカルバート1連1層

1-5 敷設方法

      通常敷設型

1-6 計算条件

      縦方向の接合材料

         ■ ＰＣ鋼材

         □ 高力ボルト

      断面力低減係数算出方法

         □ 共同溝設計指針(図-解6.4.4～6.4.6)

         ■ 共同溝設計指針(付1-2～1-3)

         □ 任意入力
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1-7 構造寸法

      名称      構造形式RC1連1層

      呼び寸法  2000x2000

      形状      標準形
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200 200

      外幅          hh =   2320 (mm)          ハンチ高          C1 =    200 (mm)

      外高          hv =   2360 (mm)                            C2 =    200 (mm)

      中空幅        B1 =   2000 (mm)                            C3 =    200 (mm)

      中空高        H1 =   2000 (mm)                            C4 =    200 (mm)

      頂版厚        T1 =    180 (mm)          有効長            L  =   2000 (mm)

      底版厚        T2 =    180 (mm)

      左側壁厚      T3 =    160 (mm)

      右側壁厚      T4 =    160 (mm)

      土被り                                         d    = 1.000 (m)

      躯体重心位置                                   ZG   = 2.180 (m)

      コンクリートの断面積                           Ac   = 1.475200 (m2)

      断面2次モーメント(水平面内)                    Ih   = 1.12248 (m4)

      断面2次モーメント(鉛直面内)                    Iv   = 1.20789 (m4)

1-8 コンクリート材料

      ヤング係数                                     E c  = 29500.0 (N/mm2)

                                                          = 2.950×107 (kN/m2)

1-9 マンホールスパン

      1ピースあたりの長さ                            B     = 2.000 (m)

      1ブロックあたりのピース数                      nc    = 26

      マンホールスパン長                             Ls    = 50.000 (m)
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端部のボックスカルバート

配置位置ia ピース長

(左からia番目) Ba (m)

1 1       1.000

2 26       1.000

1-10 継手

      マンホールと矩形きょの接続部

         ■地震動による屈曲角と抜出し量

         ■地盤の液状化に伴う永久ひずみによる抜出し量

         ■傾斜地での永久ひずみによる抜出し量

         マンホールの深さ                            h'     = 3.360 (m)

         最大抜出し量(レベル2地震動時)               δa    = 45 (mm)

         最大屈曲角(レベル2地震動時)                 θa    = 0.01907 (rad)

      矩形きょと矩形きょの継手部

         ■地震動による抜出し量

         ■地盤の液状化に伴う永久ひずみによる抜出し量

         ■地盤沈下による屈曲角と抜出し量

         ■傾斜地での永久ひずみによる抜出し量

         沈下量                                      ho     = 0.165 (m)

         最大抜出し量(レベル2地震動時)               δa    = 45 (mm)

         最大屈曲角(レベル2地震動時)                 θa    = 0.01907 (rad)

      液状化地盤の永久ひずみ

地  形  条  件 永久ひずみ量 εg [%]
■ 護岸近傍の液状化地盤（護岸線から100ｍ未満） 1.5 %
□ 内陸部の液状化地盤  （護岸線から100ｍ以上） 1.2 %

1-11 地盤条件

      設計応答速度

         ■ 下水道協会の指針に示すグラフより算出

         □ 任意入力

      地盤の特性値

         ■ せん断弾性波速度Vsより算出

         □ 任意入力
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      表層地盤の固有周期Tsの算出式

         Ts = 1.25TG   

      基盤のせん断弾性波速度

         ■ 指定                                        VBS   = 300.000 (m/s)

         □ N値より算出

1-12 土質条件

      表層のせん断弾性波速度

         ■ N値より算出

         □ 実測値

      表層の土質条件

深度 層厚 せん断弾性波 土の単位体積

Hi 土質名 N値 速度 Vsi 重量 γti

(m) (m) (m/s) (kN/m3)

1    0.500    0.500 砂質土    2.000 ―――     18.00

2    3.300    2.800 砂質土    5.000 ―――     17.00

3    5.200    1.900 粘性土    3.000 ―――     16.00

4    8.500    3.300 砂質土   10.000 ―――     17.00

5   20.700   12.200 粘性土    2.000 ―――     16.00

6   24.700    4.000 砂質土   12.000 ―――     17.00
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      よって、表層地盤の換算単位体積重量は、次のようになる。

2 地盤条件

2-1 表層地盤の換算単位体積重量

      表層地盤の換算単位体積重量は、次式により求める。

γteq = 
Σ 
n

i=1
(γti･Hi)

H

      ここに、

            γteq：表層地盤の換算単位体積重量 (kN/m3)

            γti ：i番目の土の単位体積重量 (kN/m3)

            Hi   ：i番目の層厚 (m)

            H    ：表層地盤の厚さ (m)

       H = Σ 
n

i=1
Hi

土層 層厚 土の単位体積重量

番号 Hi γti γti･Hi

(m) (kN/m3)

1     0.500        18.00         9.00

2     2.800        17.00        47.60

3     1.900        16.00        30.40

4     3.300        17.00        56.10

5    12.200        16.00       195.20

6     4.000        17.00        68.00

Σ    24.700 ―――――       406.30

γteq = 
406.30
24.700

      = 16.45 (kN/m3)
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      ここで、設計条件の耐震設計上の地盤種別を判定すると次のようになる。

2-2 耐震設計上の地盤種別

      耐震設計上の地盤種別は、次式で算出される地盤の特性値TGをもとに区分する。

TG = 4Σ 
n

i=1

Hi
VSi

      ここに、

TG   ：地盤の特性値 (s)

Hi   ：i番目の地層の厚さ (m)

VSi  ：i番目の地層の平均せん断弾性波速度 (m/s)

       ただし、実測値がない場合は次式から求めても良い。

         粘性土層の場合 VSi = 100Ni1/3 (1≦ Ni ≦25)

         砂質土層の場合 VSi =  80Ni1/3 (1≦ Ni ≦50)

         土質に関わらず Ni = 0 のとき VSi = 50

Ni   ：標準貫入試験によるi番目の地層のN値

i    ：当該地盤が地表面から基盤面までn層に区分されるときの

       地表面からi番目の地層の番号

耐震設計上の地盤種別
地盤種別 地盤の特性値TG (s)

Ⅰ種 　　　　TG  ＜ 0.2

Ⅱ種 0.2 ≦  TG  ＜ 0.6

Ⅲ種 0.6 ≦  TG　　　　

土層 深度 土質名 Hi N値 Vsi Hi/Vsi

番号 (m) (m) (m/s) (s)

1   0.500 砂質土   0.500   2.000  100.794    0.00496

2   3.300 砂質土   2.800   5.000  136.798    0.02047

3   5.200 粘性土   1.900   3.000  144.225    0.01317

4   8.500 砂質土   3.300  10.000  172.355    0.01915

5  20.700 粘性土  12.200   2.000  125.992    0.09683

6  24.700 砂質土   4.000  12.000  183.154    0.02184

Σ ――― ――― ――― ―― ―――    0.17642

      よって、地盤の特性値TGは、次のようになる。

TG = 4Σ 
n

i=1

Hi
VSi
= 4× 0.17642 = 0.706 (s)

      ゆえに、表層地盤の種別は Ⅲ種 とする。
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2-3 表層地盤の固有周期

      表層地盤の固有周期は、次式により求める。

TS  = 1.25×TG 

      ここに、

TS   ：表層地盤の固有周期 (s)

TG   ：地盤の特性値 (s) 

      よって、表層地盤の固有周期TS は、次のようになる。

Ts  = 1.25×0.706 = 0.883 (s)

2-4 設計応答速度

      設計応答速度は、表層地盤の固有周期TS より次の図から求める。

1000

100

10

1
0 . 1 1 10

表層地盤の固有周期 T S（s）

設
計
応
答
速
度
 
S
V
 
(
c
m
/
s
)

8 0cm/s

      よって、

         レベル2地震動：SV  = 80.000 (cm/s)

                            = 0.80000 (m/s)
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      以上の結果より、表層地盤を一層系にした場合の諸定数値を次に示す。

2-5 表層地盤のせん断弾性波速度

      表層地盤のせん断弾性波速度は、次式により求める。

VDS = 
4･H
TS

      ここに、

            VDS  ：表層地盤のせん断弾性波速度 (m/s)

            H    ：表層地盤の厚さ (m)

            TS   ：表層地盤の固有周期 (s)

      よって、表層地盤のせん断弾性波速度は、次のようになる。

VDS = 
4･H
TS

    = 
4×24.700
0.883

    = 111.955 (m/s)

表層地盤を一層系にした場合の諸定数値

項        目 数  値

表層地盤の厚さ H (m)       24.700

地盤の特性値 TG (s)        0.706

表層地盤の固有周期 Ts (s)       0.883

表層地盤のせん断弾性波速度 VDS (m/s)      111.955

設計応答速度(レベル2地震動時) Sv (m/s)      0.80000
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3 地震振動の波長・変位振幅の計算

3-1 地震振動の波長

      地震振動の波長は、調和平均の考え方を採用し次式により求める。

L  = 
2L1･L2
L1 + L2

L1 = VDS･TS = 4H

L2 = VBS･TS

      ここに、

            L    ：地震振動の波長 (m)

            TS   ：表層地盤の固有周期 (s)

            VDS  ：表層地盤のせん断弾性波速度 (m/s)

            VBS  ：基盤のせん断弾性波速度 (m/s)

            H    ：表層地盤の厚さ (m)

      よって、

L1 = VDS･TS = 111.955×0.883 = 98.800 (m)

L2 = VBS･TS = 300.000×0.883 = 264.750 (m)

L  = 
2L1･L2
L1 + L2

 = 2×98.800×264.75098.800 + 264.750  = 143.899 (m)
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3-2 地盤の変位振幅

      応答変位法による耐震計算法では、地盤の変位振幅を次式により求める。

Uh(Z) = 
2
π2 ･SV･TS･cos

πZ 
2H

      ここに、

            Uh(Z)：地表面から深さZ(m)における水平方向の変位振幅 (m)

            SV   ：設計応答速度 = 0.80000 (m/s)

            TS   ：表層地盤の固有周期 = 0.883 (s)

            H    ：表層地盤の厚さ = 24.700 (m)

      よって、地盤の変位振幅は、次のようになる。

深さ 水平方向の変位振幅
Z Uh(Z)
(m) (m)

地表面 0.000 0.14307
躯体重心位置 2.180 0.14169
マンホールの深さ 3.360 0.13981
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4 マンホールと矩形きょの接続部

4-1 地震動の影響(屈曲角)

      継手の屈曲角は､マンホールと矩形きょの回転角と同値とみなし､図に示すように次式より求める｡

Ｈ
ｈ

Ｕ１

Ｕ０ΔＵ ΔＵ

θ

θ

基盤層

ＧＬ

                           マンホールと矩形きょ接続部の荷重図

            θ = tan-1( ΔU h )

ここに､ 

θ ：継手の屈曲角 (rad)

h ：マンホールの深さ (m)

ΔU ：地表面とマンホールの深さにおける水平方向変位振幅の差 (m) 

ΔU = U0 - U1

      よって､

            ΔU = U0 - U1 = 0.14307 - 0.13981

                = 0.00325 (m)

            θ  = tan-1 ( ΔU h )  = tan-1 ( 0.003253.360 )

                = 0.00097 (rad)   ≦   θa = 0.01907 (rad)     ････････ ＜OK＞
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      よって、

      よって、

4-2 地震動の影響(抜出し量)

      地震動による本管の抜出し量は､次式より求める｡

            δ = εgd･l0

ここに､ 

δ ：抜出し量 (m)

εgd ：地震動により地盤に生じるひずみ

                  εgd = 
π
 L Uh(Z)

L ：地震動の波長 (m)

Uh(Z) ：水平方向の地盤の変位振幅 (m)

l0 ：矩形きょの有効長 (m)

            εgd = 
π
 L Uh(ｚ) = 

π
143.899 ×0.14169

                 = 3.09342×10-3

            δ   = εgd･l0 = 3.09342×10-3 × 1.000

                 = 0.0031 (m)

                 = 3.1 (mm)   ≦   δa = 45.0 (mm)     ････････ ＜OK＞

4-3 地盤の液状化に伴う影響(永久ひずみによる抜出し量)

      液状化地盤に矩形きょを布設する場合、地盤の永久ひずみによる抜出し量は次式より求める。

            δ = εg･l0

      ここに、

            δ  ： 抜出し量 (m)

             l0 ： 矩形きょの有効長 (m)

            εg ： 地盤の永久ひずみ

地  形  条  件 永久ひずみ量 εg [%]
護岸近傍の液状化地盤（護岸線から100ｍ未満） 1.5 %
内陸部の液状化地盤  （護岸線から100ｍ以上） 1.2 %

            δ = εg･l0 = 0.015 × 1.000

               = 0.0150 (m)

               = 15.0 (mm)   ≦   δa = 45.0 (mm)     ････････ ＜OK＞
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      よって、

4-4 傾斜地での影響(永久ひずみによる抜出し量)

      非液状化の傾斜地に矩形きょを布設する場合、地盤の永久ひずみによる抜出し量は

    次式より求める。

            δ = εg･l0

      ここに、

            δ  ： 抜出し量 (m)

            l0  ： 矩形きょの有効長 (m)

            εg ： 地盤の永久ひずみ ( = 1.3 %)

            δ = εg･l0 = 0.013 × 1.000

               = 0.0130 (m)

               = 13.0 (mm)   ≦   δa = 45.0 (mm)     ････････ ＜OK＞
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5 矩形きょと矩形きょの継手部

5-1 地震動の影響( 抜出し 量)

      マンホールと矩形きょの接続部、地震動の影響(抜出し量)の項参照。

            δ = εgd･l0 = 3.09342×10-3 × 2.000

               = 0.0062 (m)

               = 6.2 (mm)   ≦   δa = 45.0 (mm)     ････････ ＜OK＞

5-2 地盤の液状化に伴う 影響( 永久ひずみによる抜出し 量)

      マンホールと矩形きょの接続部、地盤の液状化に伴う影響(永久ひずみによる抜出し量) の項参照。

            δ = εg･l0 = 0.015 × 2.000

               = 0.0300 (m)

               = 30.0 (mm)   ≦   δa = 45.0 (mm)     ････････ ＜OK＞

5-3 地盤の液状化に伴う 影響( 地盤沈下による屈曲角)

      地盤の沈下による屈曲角は、次式より求める。

            θ = 2tan-1 (  4h0 Ls2
･l0)

ここに､ 

θ ：継手部の屈曲角 (rad)

h0 ：沈下量 (m)

Ls ：マンホールスパン長 (m)

l0 ：矩形きょの有効長 (m)

      よって、

            θ = 2tan-1 (  4h0 Ls2
･l0)  = 2tan-1 (

4×0.165
50.0002 ×2.000)

               = 0.00106 (rad)   ≦   θa = 0.01907 (rad)     ････････ ＜OK＞

5-4 地盤の液状化に伴う 影響( 地盤沈下による抜出し 量)

      地盤の沈下による抜出し量は、次式より求める。

            δs max =
l0

cos(
 n－1 
2 ･θ)

－l0
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      よって、

      ここに、

δs max ：最大抜出し量 (m)

θ ：地盤の沈下による継手部の屈曲角 (rad)

l0 ：矩形きょの有効長 (m)

n ：1ブロックあたりのピース数

            δs max = 
l0

cos(
 n－1 
2 ･θ)

－l0 = 
2.000

cos(
26 - 1
2 ×1.05600×10-3)

 - 2.000

                    = 0.0002 (m)

                    = 0.2 (mm)   ≦   δa = 45.0 (mm)     ････････ ＜OK＞

5-5 傾斜地での影響( 永久ひずみによる抜出し 量)

      マンホールと矩形きょの接続部、傾斜地での影響(永久ひずみによる抜出し量) の項参照。

            δ = εg･l0 = 0.013 × 2.000

               = 0.0260 (m)

               = 26.0 (mm)   ≦   δa = 45.0 (mm)     ････････ ＜OK＞
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6 計算結果一覧表

項目 単位 計算結果 許容値 判定

マンホールと 地震動 屈曲角 rad θ  0.00097 θa  0.01907 ○

矩形きょの接続部 抜出し量 mm δ      3.1 δa     45.0 ○

液状化 永久ひずみによる抜出し量 mm δ     15.0 δa     45.0 ○

傾斜地 永久ひずみによる抜出し量 mm δ     13.0 δa     45.0 ○

矩形きょと 地震動 抜出し量 mm δ      6.2 δa     45.0 ○

矩形きょの継手部 液状化 永久ひずみによる抜出し量 mm δ     30.0 δa     45.0 ○

地盤沈下による屈曲角 rad θ  0.00106 θa  0.01907 ○

地盤沈下による抜出し量 mm δ      0.2 δa     45.0 ○

傾斜地 永久ひずみによる抜出し量 mm δ     26.0 δa     45.0 ○
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